
第2次羽島市人権施策推進指針に基づく取り組み内容

～女性の人権～

No. 施策(3つの柱) 施策の方向性 施策の方向性(取り組み概要) 関係課 令和7年度取り組み実績 令和8年度取り組み概要(予定)

1
女性への暴力根絶に向け
た啓発

  女性に対するあらゆる暴力の加害者、被害
者、傍観者にならないための教育の推進や、暴
力を許さない社会環境づくりに向けた啓発に努
めます。

子ども家庭センター

　広報紙やホームページのほか子育て・健幸課窓
口や女性用トイレに啓発物品を設置し、相談機関
の周知を図るとともに、女性相談センター等と連
携して相談支援を行いました。

相談窓口の情報提供
　広報紙・ホームページ等により、市相談窓口及
び関係機関窓口の情報を提供します。

2 市民協働課

　中学生向け啓発リーフレットを中学校へ配布
し、活用を促しました。また、新たに子どもも理
解しやすい家庭向け啓発リーフレットを作成し、
保育所等を通じて年長児のいる家庭に配布しまし
た。さらに、両リーフレットをホームページへ掲
載することで、固定的役割分担意識の解消に向け
た男女共同参画に関する意識啓発を図りました。

男女共同参画に関する啓発
　中学生向け啓発リーフレット及び家庭向け啓発
リーフレットの配布や、ホームページへの掲載等
を通じて、男女共同参画の啓発とともに固定的役
割分担意識の解消を推進します。

3 学校教育課
　道徳科や社会科等の学習を通して、女性の人権
問題の現状や課題を学び、発達段階に応じた男女
共同参画社会の理解を深めました。

固定的役割分担意識の解消
  係や委員会の活動等、学校生活において、役割
や分担を決める際に、性別を理由として決定して
いくことがないように努めます。

4 相談体制の充実
  相談窓口の周知や相談しやすい環境を整える
など、相談体制の充実を図ります。

子ども家庭センター
　市町村要保護児童対策調整機関の調整担当者研
修会や県内市町村担当者研修会等に参加し、担当
者のスキルアップを図りました。

研修会等への積極的参加
　県主催の研修会等に積極的に参加することで、
相談員の資質の向上に努めます。

5 支援体制の充実
  関係機関と連携・協力し、相談、保護、自立
支援等を切れ目なく行うことができるよう体制
の充実に努めます。

子ども家庭センター
　DV相談者に対するひとり親の支援制度に係る情
報提供を行うとともに、関係機関と連携し自立支
援に努めました。

関係機関窓口との情報連携
　自立に向けた支援等、関係機関窓口との情報連
携を行います。

6 子育て・健幸課

　子育てハンドブックの配布やホームページを活
用し、子育てに関する情報の提供を行うことや、
子育て支援企業を認証し表彰すること等を通し
て、子育て環境の充実に努めました。

子育て環境の充実
　子育てハンドブックの配布や、子育て支援企業
認証・表彰制度の周知等を通して、子育て環境の
充実を図ります。

7 市民協働課

　中学生向け啓発リーフレットを中学校へ配布
し、活用を促したほか、ホームページへ掲載する
ことで、男女共同参画の視点による子育て環境の
充実に向けた啓発活動を実施しました。

男女共同参画に関する啓発
　中学生向け啓発リーフレットのホームページへ
の掲載等を通じて、男女共同参画の視点による子
育て環境の充実に向けた啓発活動を実施します。

8 男女共同参画の推進

  性別に関わらず、誰もが地域活動や地域づく
りに参画することを推進するとともに、政策・
方針決定の場における男女共同参画の視点を取
り入れます。

市民協働課

　男女共同参画プランの施策の進捗状況を調査す
るとともに、「男女共同参画懇話会」において報
告及び協議を行い、本プランの推進を図りまし
た。

「羽島市男女共同参画プラン」の推進
　男女共同参画に関する施策を着実に推進するた
め、男女共同参画プランの施策の進捗状況を調査
するとともに「男女共同参画懇話会」において報
告します。

女性の人権を尊重する教
育・啓発の推進

固定的役割分担意識の解
消

  家庭や学校、職場など、さまざまな場面にお
いて、固定的な性別役割分担意識や性差に関す
る偏見、無意識の思い込み（アンコンシャス・
バイアス）の解消を推進します。

DV等相談・支援体制の充
実

男女共同参画社会づくり
の推進

子育て環境の充実
  ワーク・ライフ・バランスやパートナー同士
が協力して子育てを行うことができる社会づく
りを推進します。
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～子どもの人権～

No. 施策(3つの柱) 施策の方向性 施策の方向性(取り組み概要) 関係課 令和7年度取り組み実績 令和8年度取り組み概要(予定)

1 子ども家庭センター
　ホームページや広報紙で児童相談所全国共通ダ
イヤル【189】等相談先の普及啓発に努めました。

正しい理解の普及
　チラシの配布やホームページでの周知など、正
しい理解の普及を図ります。

2 子育て・健幸課

　放課後児童教室の支援員等へこどもの人権への
配慮し、人格を尊重して育成支援を行うように周
知すること等を通して、理解を深めるとともに普
及啓発に努めました。

正しい理解の普及
　チラシの配布やホームページでの周知など、正
しい理解の普及を図ります。

3
子どもの人権に関する教
育の推進

  子どもが自分や他者の権利を知り、尊重し合
うことを学ぶことができるよう、子どもの人権
に関する教育を推進します。

教育支援センター

　教育活動全体を通じて行われている人権教育が
有機的に関連して展開できるよう、学習活動の基
盤としての学校づくり及び学習集団づくりに努め
ました。また、地域の教育力を活用した学習や生
き方学習を通じて人権教育を行いました。

教育活動全体を通じた人権教育の推進
　いじめや体罰、虐待、性的搾取等、子どもに関
するあらゆる問題についての関心と理解を深め、
学校全体で早期発見・早期対応に向けて取り組み
ます。

4 児童虐待防止等の推進

  児童虐待発生予防や早期発見・早期対応に向
けて、通告・相談機関の周知を図るとともに、
関係機関で情報や考え方を共有し、連携した対
応・支援を行います。

子ども家庭センター
　要保護対策及びDV対策地域協議会の各種会議を
開催し、情報共有や連携強化に努めました。

関係機関との連携強化
　継続的に会議等を開催し、関係機関との連携強
化に努めます。

5 いじめ防止等の推進

  いじめ等の問題を抱える子どもが安心して相
談できるよう、学校における相談体制の充実を
図るとともに、関係機関と連携して、いじめ等
の未然防止、早期発見・早期対応に努めます。

教育支援センター

　いじめ不登校等対策アクション会議の開催や、
いじめ対策・学校支援専門員等の学校訪問を通じ
て、各学校のいじめ防止等の取組の評価や改善を
行うとともに、児童生徒が豊かな人間関係を築く
よう努めました。

いじめ防止等の取組の充実
　児童生徒がいじめに関する問題を主体的に考え
ることができる環境を整え、創意工夫のある児童
会活動、生徒会活動を通して、互いの立場や人権
を認め、信頼し合える学校風土の醸成に努めま
す。

6
子どもの居場所づくりの
推進

  子どもやその家族が抱える困難な状況に対す
る理解促進を図るとともに、地域で安心して過
ごすことができる子どもの居場所づくりに努め
ます。

子ども家庭センター

　ひとり親家庭の子どもに対し、塾形式及び家庭
派遣形式により学習支援を実施し、学習支援ボラ
ンティアとの交流を通して児童の健全な発育を図
りました。

子どもの居場所づくり支援
　子ども食堂の普及やひとり親家庭の子どもに対
する学習支援の実施など地域で安心して過ごすこ
とができる子どもの居場所づくりの支援を行いま
す。

7 子ども家庭センター
　必要に応じて、各分野の関係機関と連携を図
り、切れ目ない支援に努めました。

ネットワークの充実
　保健･教育･福祉など関係機関と連携し、ネット
ワークの充実を図ります。

8 子育て・健幸課
　適宜、関係機関と情報を共有する等の連携を行
うことにより、継続的な支援に努めました。

関係機関との連携
　保健、福祉、教育などの関係機関との連携を
し、継続的な支援の充実を図ります。

9 学校教育課

　本人を取り巻く状況や支援の在り方等の情報を
関係諸機関で共有する等、未就学時から卒業後ま
で、対象児童生徒を継続して見届けるよう努めま
した。

家庭・地域、関係機関との連携・協力
　対象児童生徒について、要保護児童対策地域協
議会を中心に、未就学時から卒業後まで、途切れ
ることのないように情報連携を密にしていきま
す。

子どもの人権を尊重する
教育・啓発の推進

子どもの人権に関する啓
発の推進

  子どもの人権尊重に対する市民への理解を深
め、社会意識が醸成されるよう、子どもの人権
に関する啓発を推進します。

子どもの安心・安全を守
る取り組みの充実

子どもを取り巻く環境に
対応した支援の充実

さまざまなネットワーク
による対応

  教育や福祉、保健など、さまざまな分野の関
係機関が密接に情報共有等を行う「横のネット
ワーク」と、年齢階層で途切れることなく継続
的な支援を行う「縦のネットワーク」による支
援を推進します。
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10 青少年健全育成の推進
  心豊かな人間性や社会性を身に付けた青少年
を家庭、地域、学校等が共に育んでいく地域ぐ
るみの青少年健全育成を推進します。

生涯学習課

　わたしの主張大会兼青少年健全育成大会の開催
や、秋のこどもまんなか月間に合わせた標語合い
言葉の募集等を行い、青少年と大人が相互に思い
を伝える機会を設けるとともに、青少年健全育成
への意識を高める契機としました。

市青少年育成市民会議との連携
　市青少年育成市民会議と連携し、標語合い言葉
の募集やわたしの主張大会兼青少年健全育成大会
等の開催を通じて、青少年健全育成を推進しま
す。

11 教育支援センター

　各家庭教育学級において、食育やメディアコン
トロールなど家族で関わって取り組める実践例を
ホームページ等で紹介して啓発したことで、家庭
教育の充実を図り、社会全体で子どもを育む環境
づくりを推進しました。

家族で関わり合える取組の啓発
　各家庭教育学級において、食育やメディアコン
トロールなど家族で関わって取り組める実践例を
ホームページ等で紹介して啓発します。

12 生涯学習課

　市内11地区において、青少年育成推進員を中心
として青少年が参加することができる地区行事を
計画・実施し、地域における交流の充実を図りま
した。

地区青少年育成活動の支援
　青少年育成推進員が中心となり市内11地区で活
動する青少年育成活動を支援します。

13
地域で支える子育ての推
進

  親子が身近な場所で気軽に集い、相互交流や
子育ての不安・悩みを相談できる場の提供な
ど、地域で支える子育てを推進します。

子育て・健幸課

　市内4か所において地域子育て支援拠点事業を実
施し、親子が集える場所の提供や、希望する保護
者へ育児不安等の相談を実施し、地域で支える子
育ての推進に努めました。

地域で支える子育ての推進
　地域子育て支援拠点事業として、児童センター
をはじめ市内4ヵ所において、親子が集える場所を
提供し、希望する保護者には育児不安等の相談を
実施し、地域で支える子育てを推進します。

家庭や地域における青少
年の健全育成の推進

子どもを育む環境づくり
の推進

  地域における体験・交流活動や家庭教育の充
実を図り、社会全体で子どもを育む環境づくり
を推進します。
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～高齢者の人権～

No. 施策(3つの柱) 施策の方向性 施策の方向性(取り組み概要) 関係課 令和7年度取り組み実績 令和8年度取り組み概要(予定)

1
高齢者の人権・福祉に関
する啓発

  地域全体で互いに支え合うことができる社会
の実現に向けて、高齢者の人権や福祉について
理解を深めることができるよう啓発に努めま
す。

高齢福祉課
　成年後見支援センターにおいて、成年後見制度
の相談、利用支援、広報・啓発に努めました。

高齢者の人権・福祉に関する啓発
　成年後見支援センターにおいて、成年後見制度
の相談、利用支援、広報・啓発に努めます。

2
学校教育等における教
育・啓発

  学校におけるボランティア活動や高齢者との
交流等の体験活動等を通じて、子どもへの高齢
社会の課題や高齢者に対する理解促進を図りま
す。

学校教育課

　総合的な学習の時間を中心に、ふるさと学習や
環境学習、伝統文化等をテーマにした活動におい
て、地域の高齢者の方に講師やボランティアとし
て参加していただき、交流する場を設けることが
できました。

高齢者との交流の場の充実
　総合的な学習の時間などを中心に、校区の高齢
者と交流する活動を位置付け、高齢者についての
理解を深め、高齢者を大切にする心の育成に努め
ます。

3 高齢者虐待防止等の推進

  高齢者虐待の未然防止、早期発見・早期対応
に向けて、相談・対応窓口の周知を図るととも
に、虐待防止から個別支援に至る各段階におい
て関係機関と連携し、高齢者や養護者、家族等
に対する多面的な支援体制の充実に努めます。

高齢福祉課
　ホームページ等で、高齢者の相談窓口を周知す
るとともに、関係機関と連携し、早期発見・早期
対応に努めました。

高齢者虐待防止等の推進
　ホームページ等で、高齢者の相談窓口を周知す
るとともに、関係機関と連携し、早期発見・早期
対応に努めます。

4 消費者被害防止等の推進

  悪徳商法等の消費者被害の未然防止や拡大防
止を図るため、幅広い情報提供を行うととも
に、相談体制の確保や相談機関の周知を行いま
す。

市民総合相談室
　市相談窓口で消費生活相談を実施しました。
ホームページや回覧等により、相談窓口や消費生
活に関する情報を提供しました。

消費生活相談の実施・情報提供
　市相談窓口で消費生活相談を実施します。ホー
ムページや回覧等により、相談窓口や消費生活に
関する情報を提供します。

5 認知症施策の推進

  地域全体で認知症への理解を深め、認知症の
人が尊厳を持ち、住み慣れた場所で暮らし続け
ることができる地域づくりの推進と、判断能力
が十分でない人の権利の保護と意思決定の支援
を推進します。

高齢福祉課

　世界アルツハイマーデーや月間等の機会を捉え
た普及啓発、幅広い世代が認知症サポーター養成
講座を受講し、認知症を正しく理解し、認知症高
齢者やその家族をあたたかく見守る地域づくりに
努めました。

認知症施策の推進
　認知症の日や月間（世界アルツハイマーデーや
月間）等の機会を捉えた普及啓発、幅広い世代が
認知症サポーター養成講座を受講し、認知症を正
しく理解し、認知症高齢者やその家族をあたたか
く見守る地域づくりに努めます。

6 相談体制の充実

  地域包括支援センターにおける総合的な相談
体制とともに、関係機関と連携し、身近な地域
において気軽に相談できる体制の充実を図りま
す。

高齢福祉課

　市内２か所の地域包括支援センターにおいて、
総合的な相談に応じるとともに、ホームページ、
チラシ等を通じて、身近な相談窓口を周知しまし
た。

相談体制の充実
　市内２か所の地域包括支援センターにおいて、
総合的な相談に応じるとともに、ホームページ、
チラシ等を通じて、身近な相談窓口を周知しま
す。

7
地域における見守り体制
等の充実

  関係機関と連携し、地域で高齢者を見守る体
制づくりや支援体制の充実を図ります。

高齢福祉課
　関係機関と連携し、地域で高齢者を見守る体制
づくりや支援体制の充実に努めました。

地域における見守り体制等の充実
　関係機関と連携し、地域で高齢者を見守る体制
づくりや支援体制の充実に努めます。

8 高齢者の社会参加の促進

  高齢者がこれまで培ってきた知識や経験等を
生かし、社会を構成する重要な一員として活躍
できるよう、就業機会の確保や地域・学習活動
への参加支援等を通じて、高齢者の社会参加の
促進を図ります。

高齢福祉課
　シルバー人材センターを通じた就労支援や、健
康づくり、社会参加の促進等につながる機会の確
保・充実に努めました。

高齢者の社会参加の促進
　シルバー人材センターを通じた就労支援や、健
康づくり、社会参加の促進等につながる機会の確
保・充実に努めます。

9 生きがいづくりの推進

  身近な地域での活動の場や通いの場等を通じ
て、高齢者同士の交流の確保・充実や仲間づく
りの機会の創出を図り、社会参加の促進や生き
がいづくりを推進します。

高齢福祉課
　老人クラブ活動の支援、教室・講座の開催、ふ
れあいサロン、通いの場等を通じて、高齢者の社
会参加の促進や生きがいづくりに努めました。

生きがいづくりの推進
　老人クラブ活動の支援、教室・講座の開催、ふ
れあいサロン、通いの場等を通じて、高齢者の社
会参加の促進や生きがいづくりに努めます。

10 健幸づくりの推進

  生涯にわたり健やかで充実した生活を送るこ
とができるよう、さまざまな機会を通じて、介
護予防やフレイル予防、認知症予防等の健康づ
くりを推進します。

高齢福祉課
　65歳以上の方及びその支援者に対して、介護予
防に関する知識・正しい方法の普及啓発を行いま
した。

健幸づくりの推進
　65歳以上の方及びその支援者に対して、介護予
防に関する知識・正しい方法の普及啓発を行いま
す。

高齢者の人権を尊重する
教育・啓発の推進

高齢者の権利擁護の推進

安心して暮らすことがで
きる環境づくりの推進

高齢者の社会参加の促
進・健幸づくりの推進
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～障がい者の人権～

No. 施策(3つの柱) 施策の方向性 施策の方向性(取り組み概要) 関係課 令和7年度取り組み実績 令和8年度取り組み概要(予定)

1
障がい者に対する理解促
進

  すべての市民が障がいの有無により分け隔て
られることなく、相互に人格と個性を尊重し合
いながら共生する社会を目指して、障がい者に
対する理解の促進に努めます。

福祉課

　ホームページ、ＳＮＳ及び広報紙（１２月号）
において、障害者週間や発達障害啓発週間を契機
に、一人一人が障害福祉への関心を深め、誰もが
自分らしい暮らしができる地域社会を目指すよう
呼びかけました。
　民生委員・児童委員の研修会においては、障が
いへの理解促進を図りました。

地域における障がいへの理解の促進
　継続した啓発活動と、障害者週間などの機会を
捉え、障がい者に対する理解促進と意識の醸成を
図ります。

2
障がいへの理解を深める
教育の推進

  障がいのある子どもや障がいのない子ども、
地域の障がいのある人が触れ合い、交流する活
動や共同学習を通じて、豊かな人間性の育成や
相互に尊重し合う大切さを学ぶ契機とします。

学校教育課

　各学校の実情に合わせて、車いす体験や点字体
験、障がい者の講話等を位置付け、障がい者への
理解を深めました。また、羽島特別支援学校との
交流で共にふれ合い、活動する機会を設け、互い
のことを正しく理解できるように交流学習を行い
ました。

体験活動の充実と特別支援学校との交流
　各学校の実情に合わせて、総合的な学習の時間
などを中心に車いす体験や点字体験、障がい者の
講話等を位置付け、障がい者への理解を深めま
す。また、羽島特別支援学校との交流では、一緒
に活動する機会を設け、互いのことを正しく理解
できるように努めます。

3
障がい者虐待防止等の推
進

  障がい者虐待の未然防止、早期発見・早期対
応に向けて、通報窓口の周知を図るとともに、
虐待防止から個別支援に至る各段階において関
係機関と連携し、障がい者や養護者、家族等に
対する多面的な支援体制の充実に努めます。

福祉課

　障がい者への虐待防止や虐待発生時の早期対応
のため、ホームページ等で、虐待に当たる事例や
虐待を発見した場合の対応等にかかる情報を発信
し、通報等の件数は増加傾向にあります。
　障がいのある方に対して「合理的配慮の提供」
が義務付けられていることを踏まえ、庁内におい
ては「羽島市障がいのある方に対する配慮マニュ
アル」を周知し、障がいへの正しい理解に基づい
た対応に努めました。

事業者等への障がいに係る理解の促進
　継続して、障がい者虐待の未然防止、早期発
見・早期対応に向けて、通報窓口の周知を図ると
ともに、虐待防止から個別支援に至る各段階にお
いて関係機関と連携し、障がい者や養護者、家族
等に対する多面的な支援体制の充実に努めます。

4 意思決定支援の推進

  自ら意思を決定することや表明することが困
難な障がい者に対して、本人の自己決定を尊重
する観点から、必要な意思決定支援を行いま
す。また、判断能力が十分でない人の権利の保
護を推進します。

福祉課

　成年後見制度に関する相談については、羽島市
社会福祉協議会の成年後見センターにおいて対応
しています。
　障害福祉サービス事業所においても、相談先と
して周知が進んできており、市長申し立てを行う
ケースが見られるようになっています。

成年後見制度の利用促進
　引き続き制度の周知に努めるとともに、市長申
し立てや成年後見利用支援事業の活用など、関係
機関と連携しながら個々のケースに応じた対応に
努めます。

5 相談支援体制の充実

  障がい者が自立した日常生活や社会生活を送
ることができるよう、基幹相談支援センターを
中心に関係機関と連携して、障がいの種別やさ
まざまなニーズに対応した総合的・専門的な相
談支援体制の充実に努めます。

福祉課

　総合的な相談に対応する基幹相談支援セン
ター、一般的・専門的な相談に対応する委託相談
支援事業所を中心とし、基本相談支援を基盤とす
る計画相談により、相談支援体制の整備を行って
います。
　その他県の専門機関等とも協力のもと、相談支
援体制の充実に努めています。

相談支援機関等の連携による支援体制強化
　引き続き、相談支援体制の充実や相談対応者の
スキルアップを図ります。

6
雇用促進・就労支援の推
進

  働く意欲がある障がい者が適性に応じて能力
を十分に発揮することができるよう、関係機関
と連携して、多様な就労機会の確保に向けた支
援や障がい者雇用の促進に向けた啓発に努めま
す。

福祉課
　働く意欲がある障がい者が適性に応じて能力を
十分に発揮することができるよう、福祉的就労の
支給決定をしています。

一般企業等への雇用機会の拡大
　働く意欲がある障がい者が適性に応じて能力を
十分に発揮することができるよう、関係機関と連
携して、多様な就労機会の確保に向けた支援や障
がい者雇用の促進に向けた啓発に努めます。
　岐阜圏域市町と共同で、超短時間雇用創出事業
に取り組み、長時間の就労が困難な方に対しても
雇用の機会を創出します。

障がい者の人権を尊重す
る教育・啓発の推進

障がい者の自立した暮ら
しを支える相談・支援の
充実
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7
ニーズに応じた支援の充
実

  インクルーシブ教育システムの理念を踏ま
え、一人ひとりのニーズに応じたきめ細やかな
支援に努めるとともに、学習指導の充実に向け
た体制づくりを推進します。

学校教育課

　保護者、本人、関係機関等との合意形成をもと
に教育支援計画の作成や就学の場を決定しまし
た。一人一人の教育的ニーズに応じた場で学ぶこ
とができるように、就学に関わる会議を年間10回
行いました。また、特別支援教育に携わる教職員
に向けて研修会を年間７回を行いました。

切れ目ない支援と指導力の向上
　保護者、本人、関係機関等との合意形成をもと
に教育支援計画の作成、見直しを行いながらニー
ズにあった支援の充実を図ります。また、特別支
援教育の専門性や指導力向上のための研修会を行
います。

8 福祉課

　羽島市発達支援センターや庁内関係課等が連携
し、保護者等からの相談に早期に対応すること
で、必要な療育等につなげることができました。
　新たに子ども・子育て部会を設置し、障がい児
の課題について検討をしています。

障害児相談支援事業の充実
　羽島市障害者総合支援協議会の相談支援部会を
中心に、地域の相談支援従事者の育成や主任相談
支援専門員の確保に努め、障害児相談支援事業の
質の向上を図ります。
　子ども・子育て部会においては、横の繋がりを
強化し、切れ目のない支援体制構築を図ります。

9 子育て・健幸課
　乳幼児健診や教室等を通じ、支援の必要な場合
に関係機関と連携をし、切れ目のない継続した支
援を行いました。

関係機関との連携
　保健、福祉、教育、医療などの関係機関との連
携をし、切れ目のない継続的な支援の充実を図り
ます。

10 学校教育課

　各園、各学校、発達支援センター等の関係機関
と連携を図り情報共有したり、相談会や巡回参観
を実施し就学の場を助言したりして、切れ目ない
支援ができるような体制を整備しました。

早期からの一貫した支援体制
　教育・福祉・医療等と連携を図ります。さら
に、相談会や巡回参観を実施し、関係機関・職員
と情報を共有することで切れ目ない支援体制を整
備します。

11 多様な活動の場の充実

  障がい者の日中活動を支援するため、創作的
な活動や生産活動等の機会の提供のほか地域社
会との交流促進など、多様な活動の場の充実に
努めます。

福祉課
　市内1か所、市外（3か所）の事業所に委託し地
域活動支援センターを設置し、地域の交流や社会
参加の機会の確保をしています。

地域活動支援センターの充実
　障がい者の日中活動を支援する地域活動支援セ
ンターの活動内容を充実し、地域との交流の機会
等を確保し、社会参加や自立を図ります。

12 福祉課

　障がい者団体等にボッチャ大会の参加を呼びか
け、健常者も障がいがある方も、世代を超えて一
緒に参加することで、地域における交流機会の拡
充を図りました。

障がい者スポーツ等の機会の拡充
　障がい者がスポーツや文化芸術活動に親しむこ
とができる機会の拡充を図るとともに、障がい者
スポーツの普及やレクリエーション活動を通じ
て、地域における交流等の充実を図ります。

13 スポーツ推進課
  各スポーツイベント等の情報についての、広報
紙やホームページ、SNSでの発信に努めました。

スポーツイベント等の情報発信
　各スポーツイベント等の情報についての、広報
紙やホームページ、SNSでの発信に努めます.

14 バリアフリー等の推進

  障がいの有無に関わらず、誰もが安心して生
活することができるように、バリアフリーやユ
ニバーサルデザイン に配慮した社会基盤整備の
ほか、情報アクセシビリティの向上やコミュニ
ケーション支援等の充実に努めます。

福祉課

　公共施設、公園、道路等の新規整備、改修等を
行う際には、バリアフリー化等を進めるよう働き
かけるとともに、岐阜県が進める思いやり駐車場
利用証制度について積極的な登録を呼びかけ、利
用者や市民への理解を広げました。

おもいやり駐車場の増設
　障がいの有無に関わらず、誰もが安心して生活
することができるように、バリアフリーやユニ
バーサルデザインに配慮した社会基盤整備のほ
か、情報アクセシビリティの向上やコミュニケー
ション支援等の充実に努めます。

障がいのある子どもの学
びや育ちの環境の充実

切れ目のない支援体制の
充実

  保健、福祉、医療等の関係機関と連携して、
特別な支援を必要とする子どもへの就学前も含
めた切れ目のない支援体制の充実に努めます。

障がい者の社会参加の促
進

スポーツ・文化芸術活動
等の推進

  障がい者がスポーツや文化芸術活動に親しむ
ことができる機会の拡充を図るとともに、障が
い者スポーツの普及やレクリエーション活動を
通じて、地域における交流等の充実を図りま
す。
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～部落差別(同和問題)、外国人の人権～

No. 施策(3つの柱) 施策の方向性 施策の方向性(取り組み概要) 関係課 令和7年度取り組み実績 令和8年度取り組み概要(予定)

1
部落差別（同和問題）に
関する啓発の推進

  部落差別（同和問題）に対する偏見や差別の
解消に向けて、部落差別（同和問題）への正し
い認識と理解を深めるための啓発を推進しま
す。

市民総合相談室
　部落差別（同和問題）に関するポスターの掲示
やリーフレットの配布を行いました。

部落差別（同和問題）に関する理解を深める啓発
　部落差別（同和問題）に関するポスターの掲示
やリーフレットの配布を行います。

2
部落差別（同和問題）に
関する教育の推進

  学校教育における部落差別（同和問題）に関
連する学習を通じて、人権感覚の育成や人権を
守ろうとする意識、意欲、態度の向上等に努め
ます。

学校教育課
　人権教員研修等で人権教育担当に部落差別を含
めた人権課題について考える場を位置づけ、正し
い理解の促進に努めました。

部落差別（同和問題）への正しい理解の促進
　人権教員研修等で各学校の人権教育担当教員
に、部落差別への正しい認識と対応の周知を図
り、発達段階に応じて児童生徒に正しく理解でき
るように努めます。

3
部落差別（同和問題）に
関する相談体制の整備

相談しやすい環境の整備
  市における人権相談の開催や法務局における
人権相談等の周知を図り、相談しやすい環境の
整備に努めます。

市民総合相談室
　市相談窓口で人権相談を毎月実施しました。法
務局等の人権相談窓口に関する情報を提供しまし
た。

人権相談の実施・情報提供
　市相談窓口で人権相談を毎月実施します。法務
局等の人権相談窓口に関する情報を提供します。

4 えせ同和行為の排除
  部落差別（同和問題）に対する正しい認識と
理解を深め、関係機関と連携して、えせ同和行
為の未然防止に努めます。

市民総合相談室
　部落差別（同和問題）に関するポスターの掲示
やリーフレットの配布を行いました。

部落差別（同和問題）に関する理解を深める啓発
　部落差別（同和問題）に関するポスターの掲示
やリーフレットの配布を行います。

5
人権侵害事案に対する対
応

  部落差別（同和問題）に起因する就職差別や
インターネット上での差別等の人権侵害事案に
迅速に対応できるよう、国の機関や県等との連
携・協力を図ります。

市民総合相談室
　人権侵害事案に対して関係機関と連携し、人権
問題に関する情報収集を行いました。

関係機関との連携
　人権侵害事案に対して関係機関と連携し、人権
問題に関する情報収集に努めます。

6
外国人の人権に関する啓
発の推進

  文化、習慣や価値観等の違いから生じる外国
人に対する偏見や差別をなくすための啓発を推
進します。

市民協働課

　小学校8校の4年生及び義務教育学校の4年生を対
象に、国際理解を深める授業を実施し、異文化理
解を深めました。
　小学校3校の6年生を対象に、スリランカの児童
と交流するオンライン授業を実施しました。

国際理解を深める授業の実施
　小学校4年生・中学校1年生及び義務教育学校の4
年生・7年生を対象に、国際理解を深める授業を実
施し、異文化理解を深めます。

7 国際理解教育の推進

  学校教育において、異文化に対する理解や、
異なる文化を持つ人々とともに協調して生きて
いく態度等を育成する国際理解教育を推進しま
す。

学校教育課

　日本と諸外国の文化について、社会科や外国語
科の学習を通じて理解を深め、図画工作科・美術
科や音楽科の学習を通じてよさを感じ取るなど、
複数の教科での学びを結び付け、多様な文化をよ
り理解できるよう努めました。

異文化理解の推進
　日本と諸外国の文化について、社会科や外国語
科の学習を通じて理解を深め、図工・美術や音楽
の学習を通じてよさを感じ取るなど、複数の教科
での学びを結び付けて、多様な文化などをより理
解できるように努めます。

8
外国人に対する相談体制
の整備

  外国人住民が、地域生活で生じるさまざまな
問題について相談できるよう、相談機関の周知
等を図ります。

市民協働課
　チラシの配布やホームページへの掲載等によ
り、関係機関窓口の情報を提供しました。

外国人に対する相談機関の周知
　チラシの配布やホームページへの掲載等によ
り、関係機関窓口の情報を提供します。

9
コミュニケーション支援
の充実

  関係機関と連携・協力して、日本語を学習す
る機会の提供や市役所窓口等におけるやさしい
日本語を含めた多言語対応の体制整備に努めま
す。

市民協働課

　窓口対応における「やさしい日本語」の活用に
ついて、庁内に周知し啓発を図りました。
　ホームページや窓口にて、日本語学習支援団体
を周知しました。また、窓口における音声翻訳機
の活用を推進しました。

支援体制の充実
　本市の日本語学習支援団体を周知するほか、多
言語対応可能な環境づくりのため、市役所窓口等
におけるやさしい日本語の使用や音声翻訳機の活
用を推進します。

10
多文化共生に係る意識の
醸成

  さまざまな違いを認め、誰もが地域社会の一
人として安心して生活することができるよう、
啓発等により多文化共生の地域づくりに係る意
識の醸成に努めます。

市民協働課

　市国際交流協会や愛知文教大学と連携し、外国
に関する講座や留学生との交流の機会を設け、多
文化共生や異文化理解に関する意識の醸成を図り
ました。

国際交流活動の推進
　本市の国際交流協会及び近隣大学等と連携し、
国際交流活動の推進を図り、同活動を通じて多文
化共生に係る意識の醸成を図ります。

11
多文化共生の場づくりの
充実

  多文化共生への理解が深まるよう、関係機関
の支援や連携を通じて、異文化を学ぶ機会やさ
まざまな交流等の充実を図ります。

市民協働課
　市国際交流協会や愛知文教大学と連携し、外国
に関する講座や留学生との交流の機会を設け、異
文化理解の機会の充実を支援しました。

国際交流活動の充実
　本市の国際交流協会及び近隣大学等と連携し、
国際交流活動の推進を図り、異文化理解の機会の
充実を支援します。

部落差別（同和問題）の
解消に向けた教育・啓発
の推進

部落差別（同和問題）へ
の適切な対応

外国人の人権を尊重する
教育・啓発の推進

関係機関と連携した相
談・支援の充実

多文化共生に向けた環境
づくりの推進
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～感染症患者に関する人権、インターネットによる人権侵害～

No. 施策(3つの柱) 施策の方向性 施策の方向性(取り組み概要) 関係課 令和7年度取り組み実績 令和8年度取り組み概要(予定)

1
感染症に関する啓発の推
進

  感染症患者等に対する偏見や差別をなくすた
め、感染症に関する正しい認識や理解を深める
啓発を推進します。

子育て・健幸課
　感染症に関する情報を市ホームページに掲載
し、感染症の理解を深める啓発を実施しました。

感染症に関する正しい理解の促進
　市ホームページ等を活用し、感染症に関する正
しい認識や理解を深める啓発を行います。

2
感染症に関する教育の推
進

  学校教育等を通じて、感染症に関する正しい
知識を普及し、感染症に関連した人権に対する
意識の醸成を図ります。

学校教育課

　保健指導等を通して、感染症に対する正しい知
識を身に付けるとともに、いじめにつながる言動
が生じないよう、発達段階に応じた指導を適切に
実施しました。

感染症に対する偏見や差別、いじめの防止
　人権教育や保健指導等を通して、感染症につい
て正しく理解し、偏見や差別、いじめにつながる
言動が生じないよう発達段階に応じた指導に努め
ます。

3
感染症患者等の安心を守
る相談体制の整備

感染症に関する相談体制
等の充実

  感染症に関する不安や悩みに対応する相談機
関の周知や支援体制の情報提供等を通じて、必
要な相談・支援につなげます。

子育て・健幸課
　感染症に関する不安や悩みに対応する相談機関
の情報を市ホームページに掲載し情報提供を実施
しました。

相談機関・支援体制の情報提供
　市ホームページ等を活用し、感染症に関する不
安や悩みに対応する相談機関の周知や支援体制の
情報を提供し、必要な相談・支援につなげます。

4 感染症予防等の推進
早期発見・早期治療の推
進

  早期発見・早期治療に関する情報提供等につ
いて、関係機関と連携・協力した取り組みを推
進します。

子育て・健幸課
  早期発見・早期治療に関する情報提供等につい
て、関係機関と連携・協力した取り組みを推進し
ました。

早期発見・早期治療に関する情報提供等
　市ホームページ等で、早期発見・早期治療に関
する情報提供を行い、関係機関と連携・協力した
取り組みを推進します。

5 市民への啓発の推進
  個人のプライバシーや名誉に関する正しい知
識・理解を深め、インターネット利用における
人権意識を高める啓発を推進します。

生涯学習課

　青少年の被害・非行防止全国協調月間に合わせ
て、ホームページや広報はしま、広告表示モニ
ターなどを利用して周知を行い、インターネット
利用に係る犯罪被害の防止等の啓発を行いまし
た。

青少年の被害・非行防止全国協調月間における啓
発
　青少年の被害・非行防止全国協調月間に合わせ
て、ホームページ等により、インターネット利用
に係る犯罪被害の防止等の啓発を行います。

6 教育支援センター

　警察や業者など専門知識を有する外部機関に実
態や最新情報やから情報モラルに関する講話を学
校の実態に応じて実施しました。
　保護者に対しネットトラブルの事例を紹介する
とともに、家庭での見届けを依頼しました。

保護者への情報モラルの啓発
　インターネットの危険性に注目することに加
え、デジタル技術の利用を通じて社会に積極的に
関与し、参加する能力の育成を図るデジタルシ
ティズンシップ教育を推進します。

7 生涯学習課

　スマホ利用がより多くなる小学6年生及び市内中
学校に、インターネット安全利用にかかるチラシ
を配布し、児童や保護者にネットトラブルへの注
意や保護者によるサポートの必要性を啓発しまし
た。

インターネット安全利用の啓発
　インターネット安全利用に係る啓発チラシを児
童に配布し啓発します。

8 情報教育の推進

  子どもが自律して主体的にインターネットを
利用することができるよう、学校において発達
段階に応じた情報モラルを含む情報活用能力の
育成（デジタル・シティズンシップ教育）に努
めます。

教育支援センター

　教職員対象にICT活用研修や情報モラルに関する
研修を行ったり、児童生徒対象に情報モラル講座
に開催したりし、家庭においても学習のために正
しく活用できる指導を行いました。情報機器活用
能力の育成に向けて取り組むことができました。

ICTを活用した授業を核とした情報教育の推進
　教職員に向けた研修の内容を精査し、教職員や
児童生徒の活用状況に応じた研修を実施し、授業
で質の高い活用を目指していきます。
　児童生徒のICTの活用については、学校内だけで
なく保護者や地域と関わりながら、活用による効
果を味わえるよう努めます。

9
必要な相談・支援につな
げる体制の整備

相談機関の周知等の充実

  インターネットによる人権侵害を受けた場合
の相談機関やインターネット上の問題に係る相
談機関の周知、情報提供等を通じて、必要な相
談・支援につなげます。

市民総合相談室
　人権侵害事案に対する、市相談窓口及び関係機
関窓口の情報を提供しました。

相談窓口に関する情報の提供
　人権侵害事案に対する、市相談窓口及び関係機
関窓口の情報を提供します。

感染症に関する正しい知
識の普及や理解の促進

インターネットによる人
権侵害防止に係る教育・
啓発の推進

家庭への啓発の推進

  保護者に対して、SNS等の利用上のリスクやイ
ンターネット利用上のトラブルの現状等につい
て周知し、情報モラルに対する意識向上を図り
ます。
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10
ペアレンタルコントロー
ルの推進

  家庭における適切な生活習慣の定着やイン
ターネットの利用に関する親子のルールづくり
など、家庭における取り組みを推進します。

教育支援センター

　すぐーる等で実際に起きたトラブルを示し、家
庭で情報機器の在り方について話し合う機会を設
けた。また、懇談会等で家庭での約束づくりとそ
れを見守る体制が大事であることを伝えました。

保護者への情報モラルの啓発
　情報化社会で生きていくための情報機器活用
能力を身に付けるために、学校と家庭が連携を
図りながら子どもを見守っていくような働きか
けをしていきます。

11
フィルタリングの利用促
進

  関係機関と連携して、インターネット上の違
法・有害情報から子どもを守るために有効な
フィルタリングの利用促進を図ります。

教育支援センター

　学校内で使用する場面では、フィルタリング
サーバとアプリによるフィルタリングをしたり、
使用するアプリを精査したりして、有害サイトへ
アクセスできないようにし、危険性等を啓発しま
した。

一人一台端末におけるフィルタリング
　GIGAスクール構想によりタブレット端末の入替
を実施する。その中で、フィルタリング機能を高
めたものを導入することで、児童生徒が安心・安
全に情報機器を活用して学習ができる環境づくり
を構築します。

12
デジタルデバイド解消の
推進

  情報通信機器の利用状況に世代間格差が見ら
れることを踏まえ、関係機関と連携して、主に
高齢者を対象としたデジタルデバイド解消に向
けた取り組みを推進します。

生涯学習課

　中央公民館講座としてスマホ教室を3日間で9講
座開催し、延べ93名に受講いただきました。基本
講座だけでなく応用講座も含めた8種類の講座を通
して、多様なニーズに対応し、デジタルデバイド
の解消を図りました。

スマホ教室等の開催
　デジタル端末に不慣れな方や今後スマートフォ
ンを活用したい方を対象にスマートフォンの基本
的な操作等を学ぶ講座を開催します。

安心・安全なインター
ネット利用の促進
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～多様な性に関する人権、働く人の人権～

No. 施策(3つの柱) 施策の方向性 施策の方向性(取り組み概要) 関係課 令和7年度取り組み実績 令和8年度取り組み概要(予定)

1 市民協働課

　中学生向け啓発リーフレットを中学校へ配布し
授業での活用を促したほか、ホームページへの掲
載等を通じて、多様な性に関する理解促進に努め
ました。

多様な性に関する啓発の推進
　中学生向け啓発リーフレットの中学校への配布
やホームページへの掲載等を通じて、多様な性に
関する理解促進のための啓発を推進します。

2 市民総合相談室
　「多様な性にYESの日」（5/17）に合わせて、庁
内広告表示モニター及びデジタルサイネージを活
用し啓発を行いました。

「多様な性にYESの日」における啓発
　「多様な性にYESの日」（5/17）に合わせて、庁
内広告表示モニター及びデジタルサイネージを活
用し啓発を行います。

3
多様性を尊重する教育の
推進

  学校教育や家庭教育において、一人ひとりの
違いを認め、自他を尊重する態度の育成に努め
ます。

学校教育課

　力量アップ講座など、教職員向けの研修機会を
設けたり、児童生徒へは授業や外部講師を招いた
性教育を行った学校もあり、多様な性のあり方
や、性差別の解消に向けた取り組みを実施しまし
た。

性の多様性を尊重する教育の推進
　教職員の研修や授業を通して、多様な性の在り
方について理解を深め、性差別を解消するための
取組に努めます。

4
安心して相談できる体制
の整備

多様な性に対する相談体
制の整備

  正しい認識のもとに、性的指向や性自認等に
関する相談に対応するとともに、相談機関の周
知等に努めます。

市民総合相談室
　市相談窓口及び関係機関窓口の情報を提供しま
した。

相談窓口に関する情報の提供
　市相談窓口及び関係機関窓口の情報を提供しま
す。

5 市民協働課

　中学生向け啓発リーフレットを中学校へ配布し
授業での活用を促したほか、ホームページへ多様
な性に関する各種情報を掲載し、意識啓発を図り
ました。

多様な性に関する情報の提供
　中学生向け啓発リーフレットを中学校に配布す
るとともに、同リーフレットや多様な性に関する
情報をホームページに掲載し、各種情報を提供し
ます。

6 商工観光課
　多様な性に関する理解促進と適切な対応が図ら
れるよう、事業所や学校等への各種情報の提供に
努めます。

多様な性に関する理解を深める啓発
　多様な性に関する情報を市ホームページで発信
します。

7 市民総合相談室
　多様な性に関するポスターの掲示やリーフレッ
トの配布を行いました。

多様な性に関する理解を深める啓発
　多様な性に関するポスターの掲示やリーフレッ
トの配布を行います。

8
働く人の人権を尊重する
教育・啓発の推進

働く人の人権に関する啓
発の推進

  各種ハラスメントの防止など、働く人の人権
が尊重され、ディーセント・ワークが促進され
るよう啓発を推進します。

商工観光課
  各種ハラスメントの防止など、働く人の人権が
尊重され、ディーセント・ワークが促進されるよ
う啓発を推進します。

職場におけるハラスメント防止の啓発
　職場のハラスメント防止に関する情報を市ホー
ムページで発信します。

9 商工観光課
  働く人の人権に関わる相談機関の周知や情報提
供等を通じて、必要な相談・支援につなげます。

職場におけるハラスメントについての相談や支援
に関する啓発
　職場におけるハラスメントについての相談や支
援に関する情報を市ホームページで発信します。

10 子育て・健幸課

　こころの相談や健康相談などの相談に関する情
報を市ホームページ・広報紙で発信しました。県
の相談先が掲載されたカードを出前講座や健幸教
室にて配布したり、がん検診案内に同封し、関係
機関の情報も提供しました。

相談機関・支援体制の情報提供
　市ホームページ、チラシ等により相談機関の周
知や支援体制の情報を提供し、必要な相談・支援
につなげます。

多様な性に関する理解を
深める教育・啓発の推進

多様な性に関する啓発の
推進

  多様な性に関する正しい知識の普及と理解を
深めるための啓発を推進します。

多様な性を踏まえた適切
な対応の推進

多様な性に関連する情報
の提供

  多様な性に関する理解促進と適切な対応が図
られるよう、事業所や学校等への各種情報の提
供に努めます。

必要な相談支援につなげ
る体制の整備

相談機関の周知等の充実
  働く人の人権に関わる相談機関の周知や情報
提供等を通じて、必要な相談・支援につなげま
す。
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11
労働施策に関連する情報
の提供

  関係機関と連携して、働く人の基本的な権利
や義務、各種制度等の理解促進に努め、適切な
職場環境づくりの促進を図ります。

商工観光課
  関係機関と連携して、働く人の基本的な権利や
義務、各種制度等の理解促進に努め、適切な職場
環境づくりの促進を図ります。

労働施策に関連する情報の提供
　羽島商工会議所と連携し、労働施策に関連する
情報の提供を行います。

12 子育て・健幸課

　子育てハンドブックの配布やホームページを活
用し、子育てに関する情報の提供を行うことや、
子育て支援企業を認証し表彰すること等を通し
て、子育て環境の充実に努めました。

ワーク・ライフ・バランスの推進
　子育てハンドブックの配布や、子育て支援企業
認証・表彰制度の周知等をとおして、ワークライ
フバランスの推進に努めます。

13 市民協働課

　中学生向け啓発リーフレットを中学校へ配布し
授業での活用を促したほか、ホームページへ掲載
し、育児と仕事の両立に向けた取り組みを推進し
ました。

育児と仕事の両立に向けた取り組みの推進
　中学生向け啓発リーフレットの中学校への配布
やホームページへの掲載等を通じて、育児と仕事
の両立に向けた取り組みを推進します。

安心して働くことができ
る職場環境づくりの推進

ワーク・ライフ・バラン
スの推進

  育児と仕事の両立等の取り組みなどに関する
周知を通じて、ワーク・ライフ・バランスの実
現に向けた機運の醸成を図ります。
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No. 施策(3つの柱) 施策の方向性 施策の方向性(取り組み概要) 関係課 令和7年度取り組み実績 令和8年度取り組み概要(予定)

1
災害に起因する人権が大
切にされる教育・啓発の
推進

災害に起因する人権に対
する理解を深める啓発の
推進

  災害時におけるさまざまな人権侵害の発生防
止や、災害避難時における配慮を要する人の人
権が守られるよう、災害に起因する人権への理
解を深める啓発を推進します。

危機管理課

　自主防災組織の会長や住民に対し、備蓄物資の
保管場所や備蓄内容を周知しました。また、避難
所開設マニュアルに基づき、能登半島地震を踏ま
えた避難所開設訓練を実施しました。訓練では、
トイレなどの資機材を活用し、安全で快適な生活
空間を確保するための啓発活動も行いました。

防災訓練等での啓発
　自主防災組織の会長や住民に対し、備蓄物資の
保管場所や備蓄内容の周知と、避難所開設マニュ
アルに準じた避難所開設訓練を実施します。生活
スペースを確保するパーティション等の場所の把
握や、資機材を利用して安全な避難生活を送れる
よう啓発を行います。

2
安心・安全な避難所環境
に向けた取り組みの推進

人権に配慮した避難所運
営の推進

  高齢者、障がい者、子ども、妊産婦、外国人
等の要配慮者や女性等に配慮した避難所運営に
努めます。

危機管理課

　自主防災組織の会長や住民に対して、備蓄物資
の保管場所および備蓄内容を周知するとともに、
昨年度に配備したコミュニケーションボードを含
む、要配慮者や外国人への対応に配慮した避難所
運営に関する啓発活動を行いました。さらに、市
のホームページで、多言語対応の災害情報サービ
スについて掲載しました。

防災訓練等での啓発
　自主防災組織の会長や住民に対し、備蓄物資の
保管場所や備蓄内容を周知します。また、避難所
開設訓練を実施する際、要配慮者のスペース確保
や、受付時の掲示物への外国語の併記、コミュニ
ケーションボードの活用など、外国人を含む要配
慮者等へ配慮した避難所運営が行えるよう啓発を
行います。

3
犯罪被害者等への配慮や
人権を尊重する教育・啓
発の推進

犯罪被害者等への理解を
深める啓発の推進

  犯罪被害者等の名誉や生活の平穏への配慮の
重要性等に関する理解や共感を深める啓発を推
進します。

生活安全課

　ぎふ犯罪被害者支援センターと連携し、犯罪被
害者等に見舞金を交付しました。また、ホーム
ページやデジタルサイネージを活用し、犯罪被害
に遭われた方の支援等の周知を図りました。

ぎふ犯罪被害者支援センターと連携
　ぎふ犯罪被害者支援センターと連携して情報を
収集し、被害者等が置かれている状況等の理解を
深める啓発・支援を行います。

4 相談体制等の整備
  犯罪被害者等に対する相談窓口を整備するほ
か、その他相談機関の周知や情報提供等を通じ
て、必要な相談・支援につなげます。

生活安全課
　犯罪被害者等に対する相談窓口をホームページ
を活用して関係機関窓口の情報を周知しました。

犯罪被害者等支援調整会議と連携
　犯罪被害者等に対する相談窓口として、岐阜県
が設置する犯罪被害者等支援調整会議と連携し、
相談機関の周知や情報提供等を通じて情報を収集
し、必要な相談・支援を行います。

5
個々の事情に応じた適切
な支援

  犯罪被害者等が置かれている状況や事情を踏
まえ、関係機関との役割分担や連携により、適
切な支援に努めます。

生活安全課
　犯罪被害者等が置かれている状況や事情を踏ま
え、関係機関との役割分担や連携により、適切な
支援に努めました。

関係機関との役割分担や連携
　犯罪被害者等が置かれている状況や事情を踏ま
え、関係機関との役割分担や連携により情報を収
集し適切な支援を行います。

6
刑を終えて出所した人の
人権を尊重する教育・啓
発の推進

刑を終えて出所した人へ
の理解を深める啓発の推
進

  刑を終えて出所した人に対する偏見や差別の
解消を目指し、関係機関と連携して啓発の推進
に努めます。

福祉課

　保護司会と連携し、小中学生を対象に、犯罪・
非行のない地域社会づくりや犯罪・非行をした人
の立ち直りについて考えたことなどを題材とした
「社会を明るくする運動作文コンテスト」を実施
し、計93点の応募がありました。

再犯防止推進計画の推進
　保護司会と連携し、小中学生を対象に「社会を
明るくする運動作文コンテスト」を実施し、犯
罪・非行のない地域社会づくりや犯罪・非行をし
た人の立ち直りについて考える気運の高揚を図り
ます。

7
人身取引をなくすための
教育・啓発の推進

人身取引に関する理解を
深める啓発の推進

  人身取引をなくすため、市民の関心と理解を
深めていくための啓発を推進します。

子ども家庭センター
　本庁舎１階の電光掲示板を活用し、性犯罪など
女性の人権侵害に関する相談窓口の周知を図りま
した。

人身取引を含めた女性の人権を侵害する問題の啓
発
　人身取引も含め、性犯罪や売買春など、女性の
人権を侵害する暴力に関する問題について啓発を
行います。

8
北朝鮮当局による拉致問
題を風化させない教育・
啓発の推進

北朝鮮当局による拉致問
題の関心を高める啓発の
推進

  北朝鮮当局による拉致問題等についての正し
い知識の普及を図り、関心と理解を深める啓発
を推進します。

市民総合相談室
　「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」(12/10～16)に
合わせて、庁内広告表示モニター及びデジタルサ
イネージを活用し啓発を行いました。

北朝鮮人権侵害問題啓発週間における啓発
　「北朝鮮人権侵害問題啓発週間」(12/10～16)に
合わせて、庁内広告表示モニター及びデジタルサ
イネージを活用し啓発を行います。

犯罪被害者等に寄り添う
相談・支援の充実

～災害に起因する人権、犯罪被害者とその家族の人権、刑を終えて出所した人の人権、人身取
引、北朝鮮当局による拉致問題、アイヌの人々の人権、ホームレスの人権～
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9
アイヌ文化等への理解促
進

  アイヌの人々の歴史や文化等に対する理解や
関心を深め、偏見や差別を解消するための啓発
を推進します。

市民総合相談室

　「世界の先住民の国際デー」(8/9)に合わせて、
庁内広告表示モニター及びデジタルサイネージを
活用し、アイヌ施策推進法により先住民族と明記
されたアイヌの人々への理解を深める啓発を行い
ました。

世界の先住民の国際デーにおける啓発
　「世界の先住民の国際デー」(8/9)に合わせて、
庁内広告表示モニター及びデジタルサイネージを
活用し、アイヌ施策推進法により先住民族と明記
されたアイヌの人々への理解を深める啓発を行い
ます。

10
アイヌに関する学習の推
進

  学校教育における歴史学習等を通じて、アイ
ヌの歴史や文化等について触れていきます。

学校教育課
　社会科など授業を中心に、アイヌの人々に対す
る理解を深め、偏見や差別をなくすように努めま
した。

アイヌに関する教育の充実
　社会科などの学習を通して、アイヌの人々に対
する理解を深め、偏見や差別をなくすように努め
ます。

11
ホームレスの人権を尊重
する教育・啓発の推進

ホームレスへの理解を深
める啓発の推進

  ホームレスへの偏見や差別の解消に向けて、
ホームレスへの理解を深める啓発を推進しま
す。

福祉課

　岐阜県居住支援協議会に参加し、住宅セーフ
ティネットにかかる制度の推進に努めるととも
に、県内住宅支援法人との連携による住居確保の
支援を行いました。

住宅セーフティネット制度
　岐阜県居住支援協議会での住宅セーフティネッ
ト制度の推進・周知に努めるとともに、各居住支
援法人などとさらなる連携を進めてまいります。

12
ホームレスの自立を支え
る相談・支援

的確な相談・支援の実施
  相談者の状況を踏まえ、生活相談や指導等の
必要な支援に努めます。

福祉課
　生活保護や住居確保給付金の支給を通じて、家
を失った方、失う恐れのある方に対する金銭的支
援と情報提供等の支援を行いました。

住宅確保用配慮者支援の推進
　ホームレスの方に対する適切な生活保護や住居
確保給付金を通じた、相談支援、自立支援などを
積極的に進めてまいります。

アイヌの人々に対する理
解を深める教育・啓発の
推進
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